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大規模意見集約システムCOLLAGREEにおける
議論インセンティブ機構の試作
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概要：Web上の議論に関する研究分野では，多様な視点を持った大規模な人数による意見集約が重要な研
究課題となってきている．例えば，都市開発での市民参画の分野において，強い民主主義や効率的な都市
計画の実現を目指し，市民から直接的に，より多くの意見を集める議論システムの実現が求められている．
一方で，Web上の活動への参加者の大半は，サイレントマジョリティ（声なき多数派）と呼ばれる，見る
専門で意見を発しないグループに属してしまい，意見を得られるのは一部の参加者からに限定されること
が多い．実際に，活発に発信や活動を行う参加者は，全体の 1%であるという指摘もある．そこで本論文で
は，Web上議論における参加者の活動促進を目指した議論インセンティブ機構を試作する．具体的に，議
論をツリー構造化し，投稿，返信，および支持表明のアクションに対してポイント付与・伝搬機能を実装
することで，議論の活性化や質の高い投稿が行われることを狙う．

1. はじめに
本稿では，Web上の議論における幅広い意見取得のため
のポイント付与による議論インセンティブ機構を試作する．
Web上の議論に関する研究分野では，多様な視点を持った
大規模な人数による意見集約が重要な研究課題となってき
ている．例えば，都市開発での市民参画の分野において，
強い民主主義や効率的な都市計画の実現を目指し，市民か
ら直接的により多くの意見を集める議論システムの実現が
求められている．一方で，Web上の様々な活動において
は，積極的に活動する参加者が 1%程度であるという指摘
がある [1]．より多くの視点の意見を取得することに意味
を持つ大規模議論において，参加者活動の偏りは望ましく
ない．
本研究では過去に，議論のマネジメント層の役割として
人間のファシリテータを導入することで，大規模意見集約
の実現性を示した [2]．ここでは，名古屋市と共催した社会
実験において，ファシリテータが支援機能を用いて適切な
議論プロセスを進行することで，一般市民を含む 264名の
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参加者による議論を集約し，ファシリテータの有用性を確
認した．
一方で，過去の実験でも，発言する参加者が一部に偏り，
発言しない参加者の意見が分からないという問題が発生し
た．ファシリテータからは，「発言しない人の意見が全く
分からず，集約案に自信が持てなかった」「サイレント・マ
ジョリティの声をいかに理解するかが重要であり，発言し
ない人の動向を確認したい」といった意見もあり，参加者
の活動が減衰し，意見の集約が困難になることが分かる．
本稿では，参加者の活動促進のために「ポイント付与に
よる議論インセンティブ機構」を提案する．ここでは，参
加者の活動に関するポイントはもちろん，他参加者からの
フィードバックに関してポイント付与を実装することで，
参加者の議論参加へのインセンティブを設計する．本稿で
は，投稿の他に賛同表明機能を実装し，活動ポイントとし
て（投稿ポイント，返信ポイント，賛同ポイント），また
フィードバックポイントとして（返信されたポイント，賛
同されたポイント）を設定することで，活動活性化や重要
意見の取り出しについて検討する．
本稿の構成を以下に示す．まず，２章では，過去のシス
テム実装と社会実験から，Web上の大規模議論での問題点
について考察する．３章では，提案する議論インセンティ
ブ機構とポイントを用いた支援機能について述べる. ４章
では，実装したシステムおよび機能について説明する．５
章では，Web上での大規模議論についての先行研究につい
て述べる．最後にまとめと今後の課題を示す．
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2. 過去の社会実験での課題
2.1 大規模意見集約支援システム COLLAGREE

著者らは過去に，ファシリテータを導入した大規模意見
集約支援システム COLLAGREE[2]を開発し，社会実験に
より本システムの有用性を評価している．上記のシステム
では，Web上での大規模議論の適切な進行に向け，人間の
ファシリテータを導入し，支援機能によりファシリテータ
の活動を支援することで，大規模な意見集約実現の可能性
を示した [3]．評価実験として，著者らの研究室と愛知県名
古屋市（名古屋市役所および名古屋市長）の共催による名
古屋市次期総合計画のためのインターネット版タウンミー
ティングを実施した．実験の詳細を以下に示す．
【実験設定】共催：名古屋市役所，参加者数：264人，実施
期間：2013年 11月 19日（火）午後 12時～12月 3日（火）
午後 12時，議論テーマ：名古屋市次期総合計画に関する 4

題，ファシリテータ：専門家 9名
本実験では，一般市民を含む 264名による意見集約を実
現している．また，日本ファシリテーション協会の協力を
得て，ファシリテーションの専門家からの評価も得た．本
実験は，名古屋市のタウンミーティングの一つとして幅広
い市民の議論の場を実現し，都市計画策定にも貢献してお
り，社会的にも大変有意であった．本稿では，過去の実験
の課題点を考察し，解決する手法を検討することで，Web

上の大規模意見集約の実現を目指す．

2.2 名古屋市社会実験での課題点
上記の名古屋市での社会実験により，Web上の大規模議
論について明らかになった課題が大きく 2点ある．
1点目は，参加者活動の減衰である．本実験では，ファシ
リテータによる議論プロセスの進行により，一般市民 246

名を含む議論の集約を実現している．その一方で，ファシ
リテータの専門家から，「集約に向けて，投稿が減り，賛成
や反対意見を得ることができなかった」「発言しない人の
意見が全く分からず，集約案に自信が持てなかった」など，
集約に向けた段階での参加者の活動減衰が指摘された．活
動減衰により，意見が把握できず，ファシリテータは集約
に難しさを感じている．
実験での参加者の発言数の推移とファシリテータの発言
割合を図 1に示す．参加者の投稿は，実験開始直後の意見
発散フェイズにおいては，特に活発であることが分かる．
しかし，集約段階に向かう後半においては，投稿数が少な
くなっている．それに対して，ファシリテーションの割合
は集約段階に向けて高まっている．集約段階では，ファシ
リテータの問いかけや確認に対して，意見の投稿が少なく
なっていることが分かる．
Web上のさまざまな活動において「1%ルール」という
概念がしばしば指摘される [1]．1%ルールとは，Web上の

活動において全ユーザーの 1%がコンテンツの作成などに
参加しており，残りのユーザーはただコンテンツを消費し
ているという現象である．実際にWikipediaでは，編集さ
れた記事のうち約 50%は，全体のユーザーのうち 0.7%が
作成したものであるというデータもある．近年の SNSの
流行とともに，コンテンツ作成や発言に参加するユーザー
が増えているとも指摘されているが，見る専門で意見を発
しないグループは大きく存在する．このグループは，サイ
レント・マジョリティ（声なき多数派）と呼ばれることが
ある．ファシリテータからは，「サイレント・マジョリティ
の声をいかに理解するかが重要であり，発言しない人の動
向を確認したい」といった意見もある．本システムにおい
て，参加者活動を促進する，また投稿以外からも参加者の
動向を取得する仕組みが必要であると考える．

図 1 名古屋市社会実験での投稿数推移とファシリテーション割合

2点目は，大規模化による閲覧コストの増大である．本
実験では，15日間で 1テーマあたり 200～300件の投稿が
行われた．非同期的に進行する議論において，途中参加す
る参加者は，それまでの議論やある時点での論点について
把握することが困難である．実際に「全部の議論を読まな
いと自分の意見が新しいのかどうかわからず，日を追うご
とに投稿の敷居が高くなる」といった意見もあった．時間
や参加者ごとに，読むべき投稿や知るべき内容を表示する
必要がある．
本稿では，ポイント機構を導入することで，上記の課題

2点の改善を目指す．1点目の活動減衰の課題について，
ポイント機構により参加者へのインセンティブを与えるこ
とで，活動の活発化を目指す．また，投稿以外の意見表明
として，賛同表明機能を実装することで，より多くの参加
者から意見を収集する．2点目の閲覧コストの課題につい
て，ポイント算出による重要投稿および参加者の抽出によ
り，議論重要点の把握を支援する．さらに，ポイント機構
とキーワード抽出を組み合わせることで，注目すべきキー
ワードの取り出しなどを行う．詳細を以下の章で述べる．

3. ツリー構造を用いたポイント付与機構
3.1 議論のツリー構造と議論ポイントの設定
本稿では，議論をツリー構造化することで，意見の関係
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構造を明らかにする．ここで，議論構造を明確に記述する
ため，以下にシステム内で行うアクションについて，名称
を定義する．
コメント 議論に発言される意見の総称
投稿 - Post アイデアなどを親コメントとして発言するア
クション，またその投稿
返信 - Reply あるコメントに対して子コメントとして発
言するアクション，またその投稿
賛同 - Agree あるコメントに対して賛同ボタンを利用し
て賛同表明するアクション，またその賛同表明
Web上の議論では，通常，ある課題に関するアイデアを
親コメントとして発言し，フィードバックを子コメントと
して返信する構造を扱うことが多い．本稿では，この議論
構造を「親子構造」と呼ぶ．本研究で行なった社会実験に
おいても，親子構造を用いた議論を行なった．親子構造で
は，返信の範囲を制限されるため，過剰な枝葉末節的議論
や炎上の抑制に繋がることが考えられる．また，議論を浅
く広くフラット化することで，発散フェーズに向く特性で
あると考える．一方で，意見同士の関係がシンプルであり，
詳細な関係は把握できないため，集約段階においてコメン
トの繋がりが把握し難い．
本稿では，すべてのコメントに返信可能な議論のツリー
構造を構築する．ツリー構造により，コメントの繋がりを
明確化する．さらに，ポイント付与や伝搬にツリー構造の
関係性を用いることで，意見の関係を考慮したポイント付
与を行なっていく．
議論ポイントとして，参加者の活動のインセンティブと
なる「活動ポイント」，有益な発言を促すインセンティブと
なる「フィードバックポイント」を設定する．活動ポイント
は，自身の議論参加によって獲得できる．具体的には，上
で述べた (Post,Reply, Agree)の 3つのアクションがある．
それぞれに，(PostPoint,ReplyPoint, AgreePoint) を設
定する．フィードバックポイントは，自身の投稿および返信
に対して，他参加者から返信や賛同のアクションが行われた
際に獲得できる．具体的に，(RepliedPoint,AgreedPoint)

を設定する．

3.2 活動ポイント
以下に，活動ポイントの３つについての詳細を述べる．

PostPoint参加者が投稿を行うことで得られるポイント．
過去の実験でも，議論の発端となる親コメントの投稿は積
極的に行いにくい．そのため，大きなインセンティブを与
える必要がある．
ReplyPoint 参加者が返信を行うことで得られるポイン
ト．返信操作は，投稿されたコメントすべてに行うことが
できる．返信では，他の参加者との議論が広がる，また深
まることが望ましいため，自身のコメントに対する返信ポ
イントは与えないこととした．

図 2 RepliedPoint の概要

図 3 AgreedPoint の概要

AgreePoint 参加者が賛同を行うことで得られるポイン
ト．賛同操作は，投稿されたコメントに実装されている
「賛同ボタン」から行うことができる．賛同は，自分以外の
参加者によるコメントすべてに実行可能である．賛同ボタ
ンにより積極的に投稿や返信を行わない参加者でも，気軽
に意見表明できる．
3つのポイントについて，活動の難しさや重要性から，

PostPoint > ReplyPoint > AgreePointの関係でポイン
ト数を検討する．

3.3 フィードバックポイント
以下に，フィードバックポイントの２つについての詳細
を述べる．
RepliedPoint参加者が自身のコメントに対して返信を得
ることで得られるポイント．図 2に，RepliedPoint付与の
例を示す．参加者は返信を多く得られるコメントを行うこ
とで，多くのポイントを得ることができる．RepliedPoint

により，特に返信の集まるコメントを抽出する．また，参
加者へは，より返信の集まる質の高いコメントを行うイン
センティブとなる．
AgreedPoint 参加者が自身のコメント，また自身のコメ
ントについた返信に対して賛同を得ることで得られるポイ
ント．賛同されたポイントは，賛同を得たコメントから，
そのルート投稿まで，一定の割合ずつ伝搬する機構を用い
る．図 3 に，AgreedPoint の伝搬の概要を示す（伝搬率
0.5の例）．つまり，参加者は，賛同を多く得られるコメン
トを行う，もしくは賛同を多く得られる返信を生むコメン
トを行うことで，多くのポイントが獲得できる．
2つのフィードバックポイントは，活動ポイントの関係
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図 4 議論インターフェース

を考慮し，RepliedPoint > AgreedPointの関係でポイン
ト検討を行う．

4. ポイント機構に基づく COLLAGREEの
概要

4.1 システム概要
COLLAGREEは，複数のテーマについて自由に意見を
投稿できる，一般的なインターネット掲示板型のシステム
をベースとしている．トップページには，議論が行われて
いるテーマがサムネイルで表示される．トップページから
テーマを選択することで，各テーマの議論画面に遷移する．
議論画面を図 4に示す．議論画面では，フォームに意見
を入力し投稿することで，タイムラインに意見が表示され，
議論を進行する．また，各意見に対して，賛同表明ボタン
を用いて 1人 1回賛同アクションを行うことができる．賛
同表明機能により容易に議論に参加することができる．投
稿および賛同表明のアクションは，Ajax通信により画面
遷移なく非同期で実行可能である．図 5に，ツリー構造に
よる議論の例を示す．投稿フォームにより，投稿された親
コメントに，複数の子コメントを付与でき，その子コメン
トに孫コメントを付与していくことができる．さらに，賛
同ボタンにより，賛同表明を行う．
議論画面には，ポイント付与機構を主とした機能群を実
装した．以下に，議論活動を支援するために実装した機能
の一覧を示す．図 4の各番号は各機能と対応している．[À

議論ポイント機能，Áポイント履歴機能，Âキーワード抽
出機能，Ã賛同表明機能，Ä簡易ファシリテーション機能，
Å賛成/反対自動判定機能，アクティビティ機能，リマイン
ダメール機能]．本稿では，ポイント付与に関するÀ～Ãに
ついて新たに実装を行なった．その他の機能は，過去既に
実装済みであるため，詳細な説明は過去の論文に譲る．主

図 5 ツリー構造による議論の例

な支援機構の機能を以下に示す．

4.2 ポイント付与機構と支援機能
【À ポイント付与機能】参加者の活動に応じて，3 章
で検討したポイントを自動的に付与する．本機能の
ポイント表示 UI を図 6 に示す．参加者は，どのアク
ションによってポイントを獲得したか確認できる．
(PostPoint,ReplyPoint, AgreePoint) の和を活動ポイン
ト，(RepliedPoint,AgreedPoint)の和をフィードバック
ポイントとして表示し，活動ポイントとフィードバックポ
イントの和を，それぞれの参加者の保有ポイントとして表
示する．

図 6 獲得ポイント

【Á ポイント履歴機能】参加者に付与されたポイントすべ
てに関して，関連する参加者およびコメントの情報ととも
に表示する．ポイント履歴の UIを図 7に示す．本機能で
は，誰の，どのアクションにより，何ポイント獲得したか
を常に確認することができる．今後，グラフ等でポイント
の推移を可視化することを検討している．
【Â BM25によるキーワード抽出機能】議論内で注目され
ていると考えられるキーワードを抽出し，表示する．本機
能により抽出したキーワードの例を図 8に示す．キーワー
ド抽出には，BM25[4], [5]を用いた．BM25は，単語重み
付けの分野でメジャーな手法である TF-IDFに文書長と平
均文書長（もしくは単語数と平均単語数）を導入する．
BM25では，式 (1)を用いて，文書内での単語の重みを
算出する．ここで，f(w, di)は単語 w がコメント di に出
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図 7 ポイント履歴機能

現する回数，avgdlはコメント集合Dの平均字数（平均単
語数），|di|はコメント di の字数（単語数）を表す．k1, b

は自由に定めることができるパラメータである．本稿で
は，BM25 でよく用いられる k1 = 2.0，b = 0.75 を用い
た．IDFは式 (2)を用いた．ここで，N は全コメントの数，
df(w)は全コメントの中で，単語 wを含むコメントの数で
ある．一般に，BM25は，TF-IDFの弱みである文章長に
よる影響を加味しており，TF-IDFよりも良い結果が得ら
れるとされる．BM25によるキーワード抽出を用いて，1.

テーマ内での注目キーワード抽出，また 2. 参加者の興味
キーワード抽出を行う．

score(w,D) =

n∑
i=1

IDF (w)× f(w, di)× (k1 + 1)

f(w, di) + k1 × (1− b+ b× |di|
avgdl )

(1)

IDF (qi) = log
N − df(w) + 0.5

df(w) + 0.5
(2)

1. テーマ内注目キーワード抽出では，テーマ内の全コ
メントから 2文字以上の名詞を取り出し，スコアリングす
る．参加者は現在の議論が何に注目しているか把握するこ
とが可能になる．
2. 参加者の興味キーワード抽出では，参加者の関連して
いる（投稿，返信，および賛同に関わる）コメントから 2

文字以上の名詞を取り出し，スコアリングする．参加者ご
とのキーワードは，参加者プロフィールページを作成し，
参加者に共有する．参加者は自身の興味をキーワードとし
て認識できる．さらに，ファシリテータによる話題振り，
似た参加者の抽出，見るべき投稿の推薦などへの利用が考
えられる．
【重要コメントおよび参加者抽出】フィードバックポイン
トを用いて，議論内で参加者が注目しているコメントを抽
出する．獲得ポイントの多いコメントは，多くの参加者が
注目していると考えることができ，見るべきコメントとし
て推薦することができる．また，活動ポイントとフィード
バックポイントの獲得数から，議論に多くの貢献を行なっ

図 8 キーワード抽出機能

ている参加者を抽出する．獲得ポイントの多い参加者は，
多くの活動を行なっている，もしくは返信や賛同を多く獲
る質の高いコメントを行なっていると考えられ，その貢献
度は大きい．

4.3 システムアーキテクチャ
本システムの実装について説明する．本システムは，Web

システムとして実装した．システム全体の構造を図 9に示
す．サーバサイドはWeb Application Frameworkである
Ruby on Railsを用いて Rubyで記述した．クライアント
サイドは CoffeeScriptおよび Javascriptで記述した．投稿
およびポイント付与は，Ajax通信を用いてページ遷移を
必要とせず，非同期に変更される UIをして実装している．
本番環境として，WebサーバにはNginxを用いている．ま
た，データベースにはMySQLを用いている．

図 9 システムアーキテクチャ

5. 関連研究
Web上での議論の実現を目指し，発散，収束，および集
約など様々な視点から研究が行われている．
本論文により近い先行研究として，MIT Center for Col-

lective Intelligence (CCI)のプロジェクト [6], [7]がある．
ここでは，インターネットを使った大規模な議論や協議
を支援し，大規模な意見共有を可能にするツールが構築
されつつある．プロジェクトでは，大規模な意見の共有を
目指して，議論の論理的構造（議論マップ）を構築するシ
ステムを開発している．議論マップでは，Argumentation

tools[8]と呼ばれる議論構造化理論に基づき，参加者の意
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見を主張，賛成反対，および問題提起などに分類すること
で，議論の構造を明確化する．意見集約は完全に構造化し
た議論マップ上で行い，分類により投稿内容を組み立てて
いく必要がある．そのため，参加者に高い負荷を強いる問
題がある．他にも，Argumentation Mapを利用して遠隔
地での議論を行った例も存在する [9], [10]が，大規模な意
見集約を実現しているものではない．
また MIT CCI は，地球温暖化問題に焦点を当てて，
解決プランを協議するシステムとして The Climate Co-

Lab[11], [12]というシステムを構築している．本システム
でも，Argumentation Mapを利用して意見の整理を行っ
ている．さらに発散に向けた主となる機能として，Model-

based planningを用いている．本機能は，地球温暖化に関
する取り組み案を形式的に入力することで，その案が反映
された世界を予想した簡単なシミュレーション結果を提供
する機能である．最終的に，いくつか出た具体案に対して
電子投票を行うことで，最終案の決定を行う．議論構造化
を用いることで，参加者に高い負荷を強いる点は [6], [7]

と同様である．また電子投票による集約は，限られた少数
の互いに排他的な選択肢の中から選択する場合にのみ有効
で，複雑な問題に応用できるとはいえない．
西田らの Public Opinion Channel(POC)のプロジェク
ト構想は，コミュニティにおける知識の共有と発展に非常
に大きい範囲で着目しており，大変興味深い [13]．ただし，
POC専用のカメラと動画，高速な専用回線，専用のソフ
トウェアなどが想定されており，本研究とは応用方法の想
定が全く異なる．また，あるコミュニティ内での知識共有
を主な対象としており，インセンティブに関する検討は行
なっていない．
Delphi法は，集団の意見や知見を集約し，統一的な見解
を得る手法の一つであり，様々なフィードバックの形式を
用いて応用されている [14], [15]．対象の設問について参加
者から個別に回答得た後，他の参加者全員の意見をフィー
ドバックし，再度同じテーマについて回答を集める．本過
程を何度か繰り返すことにより，ある程度収束した組織的
な見解を得ることを目指す方式である．しかし，本来少人
数の専門家により実施されることを想定しておりスケー
ルアウト性がない．またフィードバックを実施するために
は，全ての評価者からの回答を待つ必要がある．

6. おわりに
本稿では，Web上の議論における幅広い意見取得のため
のポイント付与に基づく議論インセンティブ機構を試作し
た．本研究の過去の実験での課題点であった，「参加者活
動の減衰」「閲覧コストの増大」の解決を目指し，議論のツ
リー構造を用いたポイント構造を構築した．今後，過去の
実験データを用いてポイント機構の検討を行うとともに，
20名程度での評価実験を行う必要がある．
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